
 

第１回 舟形町総合戦略推進会議 

 

○ 日 時：平成 27 年 5 月 26 日（火） 

                                           13：30 ～ 16：00 

○ 場 所：舟形町中央公民館 3階大ホール 

 

 

次    第 
 

 

１．開  会 

 

２．委員への委嘱状交付 

 

 ３．あいさつ 

 

４．出席者紹介  

 

 ５．舟形町総合戦略推進会議の設置等について 

 

 ６．委員長、副委員長の選任について 

 

 ７．舟形町総合戦略推進会議等の今後の日程について 

 

 ８．協  議 
 

(1)  「人口ビジョン」と「総合戦略」の事業概要について 
  

(2)  舟形町の人口の概況について 
 

(3)  各委員からの事前アンケート調査も含めたご意見について 
 

(4)  その他 

 

９．閉  会 
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舟形町総合戦略推進会議 委員名簿 

（産業界） 
伊 藤   宏 （ もがみ南部商工会 舟形支部長 ） 
谷 村 英 一 （ 株式会社キリウ山形 代表取締役 ） 
長 澤 光 芳 （ 有限会社舟形マッシュルーム 代表取締役社長 ） 
安 食 賢 一 （ 新庄もがみ農業協同組合 代表理事組合長 ） 
野 村 知 義 （ 舟形町産業経済振興戦略監、舟形町学芸員 ） 
高 橋 光 明 （ 小国川漁業協同組合 組合長 ） 
悪 七 幸 喜 （ 舟形町営農推進顧問 ） 
叶 内 栄 一 （ 舟形町農事実行組合 組合長代表 ） 
星 川 俊 則 （ 舟形町認定農業者会 会長 ） 

 

（学会） 
佐 野   治 （ 東北公益文科大学 准教授 ） 

 
（官界） 

井 上 宏 彦 （ 山形県最上総合支庁総務企画部地域振興課 課長 ） 
 

（金融機関） 
伊 藤 武 仁 （ 荘内銀行新庄支店 執行役員新庄支店長 ） 
新 野 浩 樹 （ きらやか銀行新庄支店 支店長 ） 
 

（労働団体） 
渡 辺 裕 一 （ 連合山形新庄最上地域協議会 議長 ） 
 

（言論機関） 
松 本 昭 弘 （ 山形新聞社 最北総支社長 ） 

 
（住民代表） 

阿 部 弘 明 （ 舟形町まちづくり審議会 会長 ） 
豊 岡 信 尋 （ 舟形町町内会長連絡協議会 副会長 ） 
阿 部 富 美 （ 舟形町男女共同参画推進計策定委員会 会長 ） 
成 澤 浩 一 （ 舟形町ＰＴＡ連絡協議会 会長 ） 
沼 澤 愛里子 （ 舟形町母親委員会 会長 ） 

 
事務局  沼 澤 繁 夫  （ 舟形町まちづくり課 課長 ） 

     鍛 冶 紀 邦 （ 舟形町まちづくり課企画調整班 班長 ） 

     沼 澤 友 幸 （ 舟形町まちづくり課政策推進室 主任 ） 

資 料 ２ 



「舟形町人口ビジョン」及び「舟形町総合戦略」策定の体制

【舟形町：庁内体制】

資 料 ３

（地方議会との関係）

議会と執行部が車の両輪となって推進す

ることが重要であることから、舟形町総

合戦略の策定段階や効果検証の段階にお

舟形町議会

【山形県】

県・市町村「総合戦略」
（目的）

「舟形町人口ビジョン」と「舟形町総合戦

舟形町地方創生戦略本部
議論

(目的)

舟形町総合戦略の策定・推進に当たり、

広く関係者の意見を反映させるととも

舟形町総合戦略推進会議

議会と執行部が車の両輪となって推進す

ることが重要であることから、舟形町総

合戦略の策定段階や効果検証の段階にお

いて、議論の場を設ける予定。

（目的）

県と市町村における検討段階に応じた

具体的な施策の調整・協議や施策等に

関する情報提供などを行うため、県

庁・総合支庁を通した市町村との連携

体系を構築する。

（主な調整事項）

・人口ビジョンの整合

【山形県】

県・市町村「総合戦略」

連携推進会議

（目的）

「舟形町人口ビジョン」と「舟形町総合戦

略」を策定・推進するための全庁的な体制

として組織する。その他、安定した人口構

造の保持に向けて必要な総合調整を行う。

（構成員）

本部長：町長、副本部長：教育長

本部員：課長等

舟形町地方創生戦略本部幹事会

情報提供

調整

連携 審議

検討

事務局：まちづくり課

(目的)

舟形町総合戦略の策定・推進に当たり、

広く関係者の意見を反映させるととも

に、効果的・効率的に推進していくた

め、その方向性や具体案について審

議・検討する。

（構成員）

住民・産業界・市町村や国の関係行政

機関・教育機関・金融機関・労働団

体・メディア（産官学金労言）等

（主な調整事項）

・人口ビジョンの整合

・目標指数・施策の方向性の整合

・連携して実施する施策の検討・調整

・モデル事業等の情報提供

（構成員）

県庁市町村課、企画調整課

各総合支庁地域振興課

各市町村

（目的）

策定のための専門の調査などを行なう。

（構成員）

幹事長：総務課長、幹事：班長等

舟形町地方創生戦略本部幹事会

提案

（目的）

本町の特色をいかした施策や新たな戦略プロジェクト等の設定に向け、舟形町地方創生戦略本部が必要とした場合に設置。

（現在設置している部会）

舟形町政策推進室、舟形町まちづくり審議会 ※その他必要な場合随時

部 会

提案



 

 

○舟形町総合戦略推進会議設置要綱 

平成 27 年 5 月 15 日 

告示第 45 号 

（設置） 

第 1 条 本町におけるまち・ひと・しごと創生（まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号。

以下「法」という。）第 1 条に規定するまち・ひと・しごと創生をいう。）に関し、法第 10 条に規

定する市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）の策定および推進に

当たり、広く関係者の意見を反映させるため、舟形町総合戦略推進会議（以下「推進会議」という。）

を設置する。 

（所掌事務） 

第 2 条 推進会議は、次に掲げる事項について審議するものとする。 

(1) 総合戦略の策定に関する事項 

(2) 総合戦略の推進に関する事項 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、総合戦略に関し必要な事項 

（組織） 

第 3 条 推進会議は、委員 20 人以内をもって組織する。 

2 委員は、次の各号に掲げるもののうちから、町長が委嘱する。 

(1) 住民で組織する団体の代表者 

(2) 産業関係の代表者 

(3) 学識経験者 

(4) 金融機関の代表者 

(5) その他町長が必要と認める者 

（任期） 

第 4 条 委員の任期は、2 年とする。 

2 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

3 委員の再任は、妨げないものとする。 

（会長および副会長） 

第 5 条 推進会議に、会長 1 人および副会長 2 人を置く。 

2 会長および副会長は、委員の互選により定める。 

3 会長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときまたは欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第 6 条 推進会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。 

2 会議は公開とする。 

3 会長が必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見を求めることができる。 

（庶務） 

第 7 条 推進会議の庶務は、まちづくり課において行う。 

（その他） 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

資 料 ４ 



 
 
 

   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戦略本部 推進会議 

【第 1回】5月 26 日 
人口ビジョン・総合戦略について 

○総合戦略推進委員の委嘱 
○人口ビジョン・総合戦略の事業概要 
○舟形町の人口の概況説明 
○各委員からのご意見 【第 6回】6月 

○人口ビジョンの将来人口の推計検討 

○総合戦略の戦略メニューの内部検討 

【第 2回】7月中旬 

舟形町の将来人口設定の考え方と総合戦略の

メニュー検討 

○住民アンケート調査結果の速報報告 

○将来人口推計の見通しの検討 

○総合戦略のメニュー（素材）の検討 

住民アンケート速報報告 

【第 3回】9月上旬 

人口ビジョン・総合戦略の素案検討 

○人口ビジョンの素案 

○総合戦略の素案 

※結果を受けてパブリックコメントを実施 

【第 8回】8月 

住民アンケート報告書を受けて 

○人口ビジョンの素案検討 

○総合戦略の素案検討 

【第４回】10 月上旬 

人口ビジョン・総合戦略の最終案の決定 

○人口ビジョンの最終案 

○総合戦略の最終案 

【第 9回】9月 

パブリックコメントを受けて 

○人口ビジョンの最終案 

○総合戦略の最終案 

人口ビジョン・総合戦略の最終案を 

奥山本部長への提出 

舟形町総合戦略推進会議等の今後の日程（案） 

資 料 ５ 

住民アンケート最終報告書 

【第 7回】7月 

○人口ビジョンの人口の将来展望検討 

○総合戦略の基本目標及び方向性検討 

パブリックコメントの実施 



 
舟形町人口ビジョン・舟形町総合戦略策定に係る 

これまでの主な経過 

 

 

平成 27 年 1 月 30 日 舟形町地方創生戦略本部設置要綱 

 
平成 27 年 2 月 2 日 第 1 回舟形町地方創生戦略本部会議 

基本方針とスケジュールの概要について 

 
平成 27 年 3 月 2 日 第 2 回舟形町地方創生戦略本部会議 

地方人口ビジョン・地方版総合戦略の策定について 
地域住民生活等緊急支援のための交付金について 

 
平成 27 年 4 月 1 日 第 3 回舟形町地方創生戦略本部会議 

「地方創生関連」及び「協働のまちづくり」意見交換会の開催について 

 
平成 27 年 5 月 1 日 第 4 回舟形町地方創生戦略本部会議 

「地方創生関連」及び「協働のまちづくり」意見交換会の開催について 
 「人口ビジョン」及び「総合戦略」策定に係る基礎調査業務委託実施計画の確認 
検討の進め方とスケジュールについて 

 

平成 27 年 5 月 7 日～11 日 
全町内会を対象に「地方創生関連」及び「協働のまちづくり」意見交換会 

 

平成 27 年 5 月 1 日 第 5 回舟形町地方創生戦略本部会議 
総合戦略推進会議について 

 
平成 27 年 5 月 25 日～6 月 15 日 

地方創生に関する住民アンケートの実施 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

「舟形町人口ビジョン」及び 

 「舟形町総合戦略」策定に係る事業概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年４月 
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１．人口減少・東京一極集中の現状 

 

わが国では、2008年をピークとして人口減少局面に入っており、国立社会保障・人口問題研

究所の推計によると、2050年には9,700万人程度、2100年には5,000万人未満という結果も

出ています（出生中位（死亡中位））。また、地域間経済格差等が、若い世代の地方から東京圏へ

の流出、ひいては東京圏一極集中を招いています。 

 

 我が国の人口の将来見通し  

 

（資料：まち・ひと・しごと創生本部事務局） 

 

 

 

 

 

 

国の動向 Ⅰ 
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２．まち・ひと・しごと創生法と「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の体系 

 

前述の人口減少社会に対応するため、「まち・ひと・しごと創生法」と「地域再生法の一部を

改正する法律」が成立しました。この「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、国では「まち・

ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定、平成26年

12月27日に閣議決定しました。 

この国の長期ビジョン及び総合戦略に基づき、各自治体が「地方人口ビジョン」及び「地方版

総合戦略」を策定することとなっています。 

 

 

◆ 国の体系 ◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期ビジョン 

中長期展望 

（2060 年を視野）

Ⅰ．人口減少問題の克服 

◎2060 年に１億人程度の人口を確保 

◆人口減少の歯止め ・国民希望出生率＝1.8 

◆「東京一極集中」の是正 

Ⅱ．成長力の確保 

◎2050 年代に実質 GDP 成長率 1.5～2.0％

程度維持 

総合戦略（2015～2019 年度の５か年） 

基本目標（成果目標 2020 年） 

地方における安定した雇用を創
出する 
◆若者雇用創出数（地方）：30 万人 

◆若い世代の正規雇用労働者等の割

合：全ての世代と同水準 

◆女性の就業率：73％ 

地方への新しいひとの流れをつ
くる 
◆東京圏→地方：４万人増加 

◆地方→東京圏：６万人減少 

若い世代の結婚・出産・子育て
の希望をかなえる 
◆安心して結婚・妊娠・出産・子育て

できる社会を達成していると考え

る人の割合：40％以上 

◆第１子出産前後の女性継続就業

率：55％ 

◆結婚希望実績指標：80％ 

◆夫婦子ども数予定実績指標：95％ 

時代に合った地域をつくり、安心
なくらしを守るとともに、地域と地
域を連携する 
◆地域連携数など（目標値は地方版総

合戦略を踏まえて設定） 

農林水産業の成長産業化 

６次産業市場 10 兆円：就業者数５万人創出

主な KPI 

訪日外国人旅行消費額３兆円へ 

雇用者数８万人創出 

地域の中核企業、中核企業候補 1,000 社支援 

雇用者数８万人創出 

地方移住の推進 

年間移住あっせん件数 11,000 件 

企業の地方拠点強化 

拠点強化件数7,500件 雇用者数４万人創出 

地方大学等活性化 

自県大学進学者割合平均 36％ 

若い世代の経済的安定 

若者就業率 78％ 

妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 

支援ニーズの高い妊産婦への支援実施 100％ 

ワーク・ライフ・バランス実現 

男性の育児休業取得率 13％ 

「小さな拠点」の形成 

「小さな拠点」形成数 

定住自立圏の形成促進 

協定締結等圏域数 140 

既存ストックのマネジメント強化 

中古・リフォーム市場規模 20 兆円 

「
し
ご
と
」
と
「
ひ
と
」
の
好
循
環
づ
く
り 

好
循
環
を
支
え
る
、

ま
ち
の
活
性
化 

主な施策 

①地域産業の競争力強化 

（業種横断的取組） 

②地域産業の競争力強化 

（分野別取組） 

③地方への人材還流、 

地方での人材育成、 

雇用対策 

①地方移住の推進 

②地方拠点強化、 

地方採用・就労拡大 

③地方大学等創生５か年

戦略 

①若者雇用対策の推進、 

正社員実現加速 

②結婚・出産・子育て支援

③仕事と生活の調和 

（ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）の実

現 

（「働き方改革」） 

①「小さな拠点」（多世代

交流・多機能型）の形成

支援 

②地方都市における経

済・生活圏の形成（地域

連携） 

③大都市圏における安心

な暮らしの確保 

④既存ストックのマネジ
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① 自立性 
構造的な問題に対処し、地方自治体、民間事業者、個人等の自立につながる施策にする。 

② 将来性 
地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援する。 

③ 地域性 
各地域の実態に合った施策を受け手側の視点に立って支援する。 

④ 直接性 
最大限の成果をあげる為、ひと・まち・しごとを直接的に支援する施策を集中的に実施する。

⑤ 結果重視 
ＰＤＣＡメカニズムの下、具体的な数値目標を設定し、効果検証と改善を実施する。 

 

  また、総合戦略を策定するに当たっては、次の５つの原則に基づいたものとしています。 

 

◆ 政策５原則 ◆ 
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１． 「人口ビジョン」と「総合戦略」の全体の体系と検討の進め方 

 

 「人口ビジョン」及び「総合戦略」検討の全体の組み立ては、次のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

舟形町の検討の進め方とスケジュール Ⅱ 

人口の現状分析 

人口の将来展望 

基本目標 

基本的方向 

具体的施策と指標 

国勢調査、住民基本台帳、国のワークシート

等からの人口動向の特性分析 

展望を見通すためのオリジナル調査を含

め、将来人口の見通しとその影響のまとめ 

将来人口を踏まえた、政策分野ごとの戦略

的な基本目標の設定（考え方と数値目標） 

基本目標の達成に向けた、政策推進の基

本的な考え方の明示 

計画期間５ヶ年における、具体的な施策と、

その達成度を示すＫＰＩ＊の指標設定 

長
期
ビ
ジ
ョ
ン 

総
合
戦
略 

国 県 

人
口
ビ
ジ
ョ
ン 

総
合
戦
略 

舟形町

総合 

発展 

計画 

その他

部門別

関連 

計画 

人口ビジョン

総合戦略 

＊ＫＰＩ 

重要業績評

価指標 
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 「人口ビジョン」については、次のような検討プロセスとなります。 

 

 

人口動向分析 
国勢調査・住民基本

台帳データ 

その他国から提供さ

れる各種データ    

○総人口 

○性別・年齢別人口 

○産業別就業人口 

○昼夜間人口比率 

○通勤・通学率 

○自然増減（出生・死亡） 

○社会動態（転出・転入） 

               

等

○純移動数・純移動率 

○ 転 入 元 市 町 村 別 ・ 性

別・５歳階級別転入数 

○ 転 出 先 市 町 村 別 ・ 性

別・５際階級別転出数 

○結婚・出産に関する意

識調査（ブロック・都道

府県別） 

○出生数の０～４歳人口

への変換率（都道府県

別） 

人口推計 

シミュレーショ

ン
ｹｰｽ１：人口問題研究所 

ｹｰｽ２：日本創生会議 

＜変数の独自設定＞ 

ｹｰｽ３：オリジナル１ 

ｹｰｽ４：オリジナル２ 

シミュレーション結果比較を

おこない、舟形町の今後の

人口の見通しにどのような

要因が関係し、影響を与え

るかを分析する。 

人口の変化が地

域の将来に与える

影響の分析・考察

将来展望に必要

な調査分析 

○結婚・出産・子育て意識 

○定住・移住に関する意識 

○学生の進路動向や希望 

○転出・転入理由 

○地域連携の可能性 

               等 

目指すべき 

将来の方向 

人口の将来展望 

人口に関する目指すべき

方向を明らかにする。 

○将来展望の期間 

 （2040 年～2060 年） 

○将来展望の推計方法 

○将来展望結果のまとめ 

 ・人口の将来像 

 ・地域の社会経済との関

係 

               等 

人口の現状分析 

人口の将来展望 

（反映） 

国提供の

ワークシ

ートの活

用 

舟形町の既定計画等

との連携も踏まえる 

 

 

 

 

 

 

総合発展計画 

その他関連部門

別計画   等 
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 「総合戦略」については、次のような検討プロセスとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町が策定している各種計画 

 ・第６次総合発展計画 

 ・その他部門別計画 

「人口ビジョン」で掲げた将来 

展望に向けた新たな展開方向

町の既定計画からの 

総合戦略候補施策のﾚﾋﾞｭｰ

「まち・ひと・しごと創生」の

視点からの新たな施策ﾚﾋﾞｭ

重点プロジェクト設定 

基本目標 

基本方向 

具体的な施策 

数値目標 

重要行政評価指標（KPI） 
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２． 検討のスケジュール 

 

 検討のスケジュールは、概ね次のようなステップで進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口ビジョン 総合戦略 検討会議

１０月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

人口の 

現状分析 

将来人口 

の推計 

人口の 

将来展望 

人口 

ビジョン 

調査表の

設計

印刷・配

布・回収

 

入力・集計 

 

分析・とりま

とめ 

【アンケート調査】 

基本目標 

及び 

方向性 

ＫＰＩ等の

検討 

総合戦略

の 

素案 

最終とりま

とめ・概要

版 



   8 
 

  

 

 

 

１． これまでの町の人口の動き 

 

① 町の総人口の動き 

 

  舟形町の人口を長期スパンでみてみると、戦後の昭和 22 年には 1 万人台の人口となってい

ました。しかし昭和 30 年代の我が国の高度経済成長の社会・経済環境の変化の中で、都市部

への人口流出が始まり、昭和 30 年の 11,891 人をピークに人口減少に突入し、昭和 45 年に

は 8,397 人となっています。 

  その後、一旦人口は 8,000 人程度を維持してきましたが、少子高齢化の減少が舟形町にお

いても徐々に現れ始め、平成 12 年以降減少傾向が強まり、平成 22 年には 6,164 人となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町の人口の動きと今後の見通し Ⅲ 

7,730  7,820  7,945 
8,309  8,512 

11,713 
11,438 

11,891 

10,957 

9,548 

8,397 
8,033  8,028  7,920  7,806 

7,546 
6,996 

6,671 
6,164 

101.2%

101.6%

104.6%

102.4%

137.6%

97.7%

104.0%

92.1%
87.1%

87.9%

95.7%
99.9%

98.7%

98.6%

96.7%

92.7%

95.4%

92.4%

80%

90%

100%

110%

120%

130%

140%

150%

0 人

2,000 人

4,000 人

6,000 人

8,000 人

10,000 人

12,000 人

14,000 人

人口

変化率

（国勢調査）

長期スパンでみた舟形町の人口の動き 
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  また、人口推移の状況を、全国・山形県・舟形町で比較してみると、全国では平成 22 年が

ピーク（国勢調査上）、山形県では昭和 60 年まではやや回復傾向もみられましたが、その後緩

やかな減少、それに対し、舟形町では一貫して減少傾向にあり、特に平成 12 年以降、減少の

速度が強まっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 年齢別人口と平均年齢の動き 

 

  年齢別人口についてみると「少子・高齢化」が端的に進んでいます。 

  生産年齢人口（15～64 歳）と年少人口（０～14 歳）はともに減少していますが、老年人

口（65 歳以上）だけは平成 17 までは増え続けましたが、平成 22 年では老年人口の総数は

減少に転じました。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7,920  7,806 

7,546 

6,996 

6,671 

6,164 

1,622  1,568  1,326 
1,006  772  659 

5,202  4,898 

4,484 
4,057 

3,778 
3,445 

1,096 
1,340 

1,736 

1,933 

2,121  2,060 

0 人

1,000 人

2,000 人

3,000 人

4,000 人

5,000 人

6,000 人

7,000 人

8,000 人

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

総数

65歳以上

15～64歳

15歳未満

⼈⼝と平均年齢の推移

（国勢調査）

39.0 歳
40.5 歳

43.3 歳
46.4 歳

49.3 歳
51.7 歳

0 歳

20 歳

40 歳

60 歳

80 歳

平均年齢

人口推移の全国・山形県・舟形町の指数比較 

105.5 
112.8  118.0  122.0  124.6  126.6  127.9  128.8  129.1 

97.0 96.6  99.1  99.9  99.6  99.5  98.5  96.3  92.6 
100.0 

87.9  84.1  84.1  82.9  81.8  79.0 
73.3  69.9  64.6 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

Ｓ40 Ｓ45 Ｓ50 Ｓ55 Ｓ60 Ｈ2 Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22

全国 山形県 舟形町
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  構成比でみると、老年人口比率は高まっており、20 年前の平成 2 年は 17.2％、10 年前の

平成 12 年では 27.6％でしたが、平成 22 年では 33.4％と 3 人に１人の割合となっていま

す。（全国：23.0％、山形県：26.7％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢３区分構成比の動き 

20.5 

20.1 

17.6 

14.4 

11.6 

10.7 

65.7 

62.7 

59.4 

58.0 

56.4 

55.9 

13.8 

17.2 

23.0 

27.6 

32.0 

33.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｓ６０

Ｈ２

Ｈ７

Ｈ１２

Ｈ１７

Ｈ２２

年少人口 生産年齢人口 老年人口
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③ 人口動態（自然増減と社会増減） 

 

  人口の増減は、端的には「自然動態（出生と死亡）」と「社会動態（転入と転出）」の状況に

よって決まります。 

  舟形町の自然動態は、出生数は年によって波はあるものの徐々に減少傾向で動いており、逆

に死亡数は、とりわけ近年増加の傾向がみられます。その結果、自然動態としてはマイナスの

幅が徐々に増えており、平成 25 年では 82 人減となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  また、社会動態でみると、平成８年以降転入者よりも転出者の方が常に上回り、社会動態と

してはマイナスになっていますが、その数は２０人～４０人前後であり、大きな社会減ではあ

りません。 
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舟形町の自然動態の動向 

舟形町の社会動態の動向 
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  即ち今後人口減少を少しでも緩やかにしていくためには、次の３つの事が課題となります。 

    ア：出生数を高めていくこと 

    イ：元気な高齢者を増やしていくこと 

    ウ：転入を促進していくこと 

エ：転出を抑制していくこと（定住性を高めること） 

 

  出生の問題では、若い女性の有配偶者率が低くなっています。25～29 歳の有配偶者率は

50.8％、30～34 歳は 66.7％となっています。 

  また、「合計特殊出生率」が問題となりますが、現在の我が国の状況では「2.07」がプラス・

マイナスの分岐点と言われています。舟形町の合計特殊出生率は 1.51（平成 20 年～平成 24

年の平均値）で、県内では極端に少ない方ではありませんが、決して高くはなく、今後いかに

出生率を高めるかが課題となります。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.9%

9.9%
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66.7%
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85.9% 87.3%

85.7%

83.9%
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女性人口

有配偶者

有配偶率

（H22,国勢調査）

女性の有配偶者数と有配偶者率 

山形県内市町村の合計特殊出生率の状況（平成 20 年～平成 24 年の平均値） 
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  また、最近 5 か年の転入状況をみてみると、「新庄市」から 161 人で転入全体の約 42％を

占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  一方、転出は「新庄市」が 96 人と最も多く、次いで「山形市」の 57 人で、この両市で転

出者全体の約 31％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新庄市

41.8%

大石田町

4.7%

最上町

4.2%

山形市

3.6%

真室川町

3.4%

その他

23.4%

東京都

5.2%

宮城県

3.6%

千葉県

2.9%

埼玉県

1.0%

その他

4.9%

計 385⼈

5年間の転⼊者

（H22,国勢調査）

県内

81.1%

県外

17.6%

国外

1.3%

新庄市

19.6%

山形市
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東根市
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その他

18.7%
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15.7%
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5年間の転出者

（H22,国勢調査）
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0.0%

過去 5 年間の転入者の状況（平成 17～22 年の 5 か年） 

過去 5 年間の転出者の状況（平成 17～22 年の 5 か年） 
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２．今後の人口の見通し 

 

  今回、国から提示された将来の人口予測は次のようになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  年齢別構成比をパターン１（社人研推計）でみると、年少人口率は概ね横ばいですが、老年

人口率は増え続け、平成 52 年（2040 年）には町の全体人口の半数近い 45％程度になると

予測されています。 
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  また、本町では「舟形町総合発展計画」で、平成 31 年（2019 年）の人口目標を「6,000

人」として掲げています。今回の「人口ビジョン」では、2040 年（平成 52 年）又は 2060

年（平成 72 年）の人口目標をどのように掲げるかが、検討の対象となります。 
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  総合戦略とは、人口ビジョンの達成を目指した、当面５ヶ年の計画となります。 

  舟形町においては、平成２２年（２０１０年）に平成３１年（2019 年）を計画目標年とし

た『舟形町総合発展計画』を策定し、これまで町づくりを進めてきました。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合戦略のメニューの検討 Ⅳ 

総合戦略の４つの政策目標 

 

●地方における安定した雇用の創出 

 

●地方への新しいひとの流れの創出 

 

●結婚・出産・子育ての希望実現 

 

●安心なくらしと地域の連携 

 

舟形町の総合発展計画の基本理念 

 

●安心して暮らせる住みよいまちづくり 

 

●産業の振興と地域が活性化するまちづくり 

 

●子育て・健康・教育の充実したまちづくり 

 

●互助・共有・自立による協働のまちづくり 

 

 

○ 町の総合発展計画は、今回国が示す“総合戦略”をいわば先

取りした形で、これまで進めてきています。 

 

○ 町の総合発展計画の最終年は平成３１年であり、今回の総合

戦略も平成３１年を計画目標年とするものです。 
 

○ よって、今回舟形町が作成する総合戦略は、町の総合発展計

画をさらに推進する狙いと併せ、今日的な政策課題を踏まえた

内容とするものです。 
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 総合戦略のメニューは、今後検討を進めるものですが、例えば次のようなメニューが考えられ

ます。これらのメニューが確定した段階で具体的な施策と数値目標（ＫＰＩ：重要事業評価指標）

を検討していくこととなります。 

 

政策目標 施策メニュー例 

地方における

安定した雇用

の創出 

総 合 発 展 計

画の施策 

○複合経営による農家経営の強化 

○適地適作の推進 

○６次産業化の展開 

○優良企業や女子型企業の誘致 

○シニアの知恵や経験を活用した地域活力（産業）の強化 

そ の 他 政 策

目 標 に 合 致

した施策例 

○地場産業の進化による地域のブランド化と雇用の促進 

○創業支援の強化 

○サテライトオフィスの誘致検討 

○産官学連携による新たな産業づくり 

地方への新し

いひとの流 れ

の創出 

総 合 発 展 計

画の施策 

○小国川を活用した観光産業（内水面漁業） 

○グリーンツーリズムの推進 

そ の 他 政 策

目 標 に 合 致

した施策例 

○移住・定住の促進 

○古民家・空家の利活用 

○舟形版“ＣＣＲＣ”の展開（参考：別紙参照） 

結婚・出産・子

育ての希望実

現 

総 合 発 展 計

画の施策 

○子育て支援環境の充実 

 ・子育て・定住支援特典付き宅地分譲 

 ・延長保育・未満児保育サービスの充実 

 ・子育て支援センター“みらい”の各種事業の推進 

 ・子育て支援住宅への大地熱利用による融雪装置の導入 

○ヴィーナスプランの推進 

○若い女性の声を反映させる“提言の広場”の活用 

そ の 他 政 策

目 標 に 合 致

した施策例 

○若者への就業支援と後継者育成 

○テレワーク環境の整備（若い世代の働きやすく・子育てしやす

い環境づくり） 

安心なくらしと

地域の連携 

総 合 発 展 計

画の施策 

○災害防止と避難誘導の対策強化 

○雪に強いまちづくり 

 ・防雪体制の強化 

 ・消流雪施設の整備 

 ・高齢者世帯への克雪対策 

○雪エネルギーの推進（雪の利活用） 

○やまがた緑環境税を財源とした自然環境保全活動や森林教育

の推進 

そ の 他 政 策

目 標 に 合 致

した施策例 

○林業と連携したバイオマス発電の導入 

○ビッグデータを活用した住民課題解決の仕組みづくり 
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＜参考資料＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

舟形町 総合戦略推進委員の皆様へのアンケートのお願い 

 平素から町政に対し、ご理解とご協力をいただきありがとうございます。 

 また、このたびは総合戦略推進委員の件、重ねてお礼申し上げます。 

 

 さて、5 月 26 日に第 1 回の総合戦略推進会議を開催いたしますが、それに関しまし

て、各委員の皆様に事前アンケート調査を実施させていただくことになりました。 

 同封した資料に今回の「人口ビジョン・総合戦略」の目的や内容が記載されています

が、各委員のお立場から、これらの政策を進めるに当たって、何が喫緊の課題でどのよ

うな対処策を講じていくべきか、ということについてお考えをいただければと思います。

 記載内容は箇条書きでも構いません。会議当日に各委員からのご発言をお願いするこ

とになると思いますが、それの準備も兼ねて記載していただければと思います。 

 なお、記載いただいたこの調査票は会議当日お持ちいただいて、終了後事務局にお渡

しください。お忙しい中、大変恐縮ですが、宜しくお願いいたします。 

 

～ 記載にあたって ～ 

 総合戦略では、次の４つの政策目標について各自治体が戦略を策定することとなっています。 

①地方における安定した雇用を創出する 

②地方への新しいひとの流れをつくる 

③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 

 これらのテーマの中で、普段お考えになっていることを自由にお書きください。 

 もし、スペースが足りなければ自由な様式で別紙でもかまいません。また、関連する資料などがお

ありでしたら、当日ご持参いただければと思います。 

 

質問１ 地方における安定した雇用を創出するために 

資 料 ７ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ どうもありがとうございました。委員会当日ご持参頂き、町事務局にお渡し頂き

ますようお願い申し上げます。～ 

▼問い合わせ／舟形町まちづくり課政策推進室 ☎（３２）２１１１（内線３１３） 

質問２ 地方への新しいひとの流れをつくるために 

質問３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるために 

質問４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する

ために 
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